
国立大学法人愛知教育大学第一回保護者懇談会の開催にあたって

国立大学法人愛知教育大学

学長 松田 正久

１． 高等教育と国立大学

① 高等教育の無償化に向けて・・・国際人権規約第 13 条 C 項i

② 日本国憲法 26 条「すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとし

く教育を受ける権利を有する。」

③ 国立大学は、地域に偏ることなく「教育の機会均等」を保障することにある。また、高等

教育を受けた者は個人の受益者ではなく、社会共有の財産である。国立大学の学生はその

教育の成果を社会に還元しなければならない（学部では６人に一人が国立大学生）。

④ しかし、経済協力開発機構(OECD)調査(2008 年度対象)によれば、国内総生産(GDP)に占め

る日本の教育への公的支出割合は 3.3％で、比較できる加盟 31 カ国の中で最下位(平均は

5%)。また、私費負担割合は、大学などの高等教育では 66.7％と各国平均 31.1％の２倍以

上。国立大学の授業料の高さ及び進学率が家計収入に比例することも問題。(付属資料

2,3,4,5 参照)

２． 国立大学法人愛知教育大学のミッション

① 大学の役割としての三つの機能（知の継承(教育)・知の創造(研究)・知の貢献(社会還元)）

の充実

② とりわけ大学は未来を照らす灯台、社会を変える羅針盤であるべし

③ 愛知教育大学は、学生とともに歩み、教育を重視する大学＝「教員養成を主軸に教養教育

を重視する大学」

・平和で豊かな世界の実現に寄与しうる人間の教育をめざす大学

・学生にとって「学びがい」「つくりがい」のある大学

・学びを通じて教員をはじめ一般社会人(企業人・公務員など)を育てる大学

・教員養成課程（様々な分野の教員(幼、小、中、高、特別支援、養護)の養成）と現代学芸

課程（リベラル・アーツ教育を通じた教員(中・高)・一般社会人の養成）

・教員は未来を担う子供たちを教え育む素晴らしい職業

・大学院では、高度な能力を有する教員の養成、諸科学の専門分野及び教育実践分野にお

ける理論と応用能力を備えた教育の専門家の育成、高度専門職業人としての教員に求め

られる高度な実践力・応用力を備えた教員の育成

④ 愛知教育大学は、多様な分野の教員による学術研究創造活動の展開を通じて、人類の平和

で豊かな未来の実現，自然と調和した持続可能な未来社会の実現に寄与する大学

⑤ 地域に存在感ある、地域から信頼される国立大学

⑥ 教員養成の総合大学（来年度博士課程設置を準備中）、教養教育のフロントランナーを目指

す大学

⑦ 自然環境を活かした環境重視型エコキャンパスの創造を目指す大学

３． 愛知教育大学の教育の特徴

① 少人数教育を実現⇒1 学年あたり平均 3.5～4 人/教員



② 教員就職率・数は全国トップレベル、卒業生全体の就職率も好調、進学率は 10%(付属資料

6 参照)

③ 学生参画による教育活動の改善を保障（FD 委員会、生協委員会、大学祭・子どもまつり実

行委員会など、全学員会への学生参加、キャンパス・トークなど）

④ クラブ活動も活発、自主活動を積極的に支援⇒体育系 54、文化系 35 のクラブ、全国レベル

で活躍する部

⑤ 学生支援も充実（授業料免除 7.1％、緊急支援、学生寮（今年度 1 棟新設、順次 3 年間で５

棟改修予定））

４． 法人化(2004 年)後の国立大学の現状と課題について

① 国が運営に責任を持つ体制から、補助をする制度への移行（国立大学特別会計⇒国立大学

運営費交付金）

② ６年間の中期目標・中期計画により、国立大学法人評価委員会による年度及び全体評価

③ 学長のリーダーシップと役員会による自立的・自主的法人運営、教学（教育研究評議会）

と経営(経営協議会、外部委員が半数以上)の分離、学長は法人(経営)と大学(教学)の長

④ 国からの資金が補助金化され、毎年１%ずつ減額（2004 年 47.1 億⇒2011 年度 44.4 億円で

△2.7 億円、2012 年度は、10％4.4 億円減？）(付属資料 7,8 参照)

⑤ 教育系大学は収入では、運営費交付金依存度が高く(約 7 割)、支出では人件費の割合が高い

(約 8 割)(付属資料 9 参照)

⑥ 国立大学の機能強化と国民の皆さんからの支援の必要性・・・国立大学協会は「国立大学

の機能強化－国民への約束－」(2011．06.22)を発信、本学の機能は以下の 4 点の融合

・高度な専門職業人(教員)の養成や専門教育機能の充実（科学・ものづくり教育推進など）

・幅広い職業人の養成（企業人・公務員）や教養教育機能の充実(現代学芸課程の学部化)

・大学の特性（教員養成の中核総合大学）を生かした多様な学術研究機能の充実

・地域貢献機能の充実（外国人児童生徒のための学習支援など）

５． その他、保護者の皆さんの質問に答えて

① 将来展望、環境問題、個人情報保護法その他

② キャリア支援・教員採用動向、企業就職、奨学金、学生寮、大学院進学、編入試験、ほか

学生支援

③ 大学院での授業、各課程での免許状取得、教育課程、教育実習、6 年一貫教育ほか教育関係

④ 留学関係

本学の情報は、本学ホームページiiをご覧ください。本学は大学情報の積極的発信に

努めています。AUE ニュースは 2 週間に一回、ホームページに掲載しています。

i 「(c) 高等教育は、すべての適当な方法により、特に、無償教育の漸進的な導入により、能力に応じ、

すべての者に対して均等に機会が与えられるものとすること。」この（C）項の留保は、締約国160か

国中、マダガスカルと日本のみとなっている。

ii http://www.aichi-edu.ac.jp






















